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1 基本構想の概要 

1.1 基本構想策定の背景と目的 

現在、我が国では他の先進諸国の例をみない程の急速な高齢化が進んでおり、平成 27 年

（2015 年）に実施された国勢調査では始めて人口が減少に転じ、65歳以上の高齢者人口割合が

26.6％と国民の 4人に１人が高齢者となる本格的な高齢社会を迎え、高齢者の方々が安心して暮

らすことができる社会の形成が望まれています。 

また、障害者等の方々についても、社会・経済活動への積極的参加の実現が強く求められてお

り、障害のある人もない人も、お互いに支え合い、地域で生き生きと明るく豊かに暮らしていけ

る社会を目指す“ノーマライゼーション”の理念に基づいた、高齢者・障害者をはじめとした誰

もが安心・快適な生活を送ることができる環境づくりが求められています。 

このようなニーズに対応するため、国においては平成 18 年 12 月に従来の「交通バリアフリー

法（高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律）」と

「ハートビル法（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法

律）」を統合した「バリアフリー新法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律）」が施行され、生活空間のバリアフリー化を一体的に進める制度が確立しました。 

五條市でもバリアフリー新法の考え方を踏まえて、高齢者や障害者をはじめ、すべての人が日

常生活や社会生活における移動、および施設の利用の利便性・安全性の向上を図る環境整備の一

環として、JR五条駅周辺地区（以下「五条駅周辺地区」という。）を先行地区として、関係者が

互いに連携し、道路、公園、交通安全施設などのバリアフリー化を重点的・一体的に推進してい

くに当たっての基本方針や、今後実施すべきバリアフリー化事業の概要などを定めるために「五

條市バリアフリー基本構想」（以下、「本基本構想」）を策定します。 
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1.2 バリアフリー新法の概要 

1.2.1 新法の目的 

バリアフリー新法は、公共交通機関、建築物、都市公園、路外駐車場、歩行空間の新設時等に

おける移動等円滑化基準への適合義務を課すことによって各施設のバリアフリー化を推進すると

ともに、基本構想制度を活用して、駅を中心とした地区や高齢者、障害者（身体障害者・知的障

害者・精神障害者・発達障害者を含む、全ての障害者）などが利用する施設が集まった地区にお

いて、重点的かつ一体的なバリアフリー化を推進することにより、高齢者や障害者、妊産婦、け

が人などの移動や施設利用の利便性、安全性の向上を促進することを目的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 バリアフリー新法が目指すもの 

 

また、新法では新たに「ユニバーサルデザイン」の考え方を踏まえた規定が盛り込まれていま

す。「ユニバーサルデザイン」とは、あらゆる人々が利用しやすい都市や生活環境をデザインす

るという考え方です。しかし、真に「あらゆる人のため」のものを初めからデザインすることは

現実的には困難です。したがって、「ユニバーサルデザイン」を目指すためには、①様々な者の

参画を得て意見交換をしながら、②粘り強く継続的に、さらには③広くその必要性への理解を得

ながら、「バリアフリー」の取り組みを積み重ねるために次のような点に留意する必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 ユニバーサルデザインの考え方を踏まえたバリアフリー化推進の留意点  

◆個々の施設等のバリアフリー化 

（公共交通機関、建築物等の新設等の際の移動等円滑化基準への適合義務） 

◆面的・一体的なバリアフリー化 

（基本構想制度：施設が集積する地区における重点的・一体的なバリアフリー化） 

◆様々な段階での住民・当事者参加 

・基本構想の作成プロセスの様々な段階で住民・当事者参加を図る 

・パブリックコメント制度の活用など 

◆スパイラルアップ（継続的・段階的な改善） 

・基本構想を策定することをゴールとすることなく、協議会による基本構想の実施段

階における連絡制度などを活用しながら、継続的・段階的なバリアフリー化の推進

に努める 

◆心のバリアフリーの促進 

・バリアフリー化に関する市民の理解と協力についての教育活動、広報活動等を通じ

た取り組み（心のバリアフリー） 

・作成プロセスにおける市民の理解と協力に留意すること、普及啓発事業（バリアフ

リー教室など）の実施や基本構想への位置づけ など 
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出典：国土交通省ホームページ  

図 1.3 バリアフリー新法の概要  
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1.2.2 新法の枠組み 

バリアフリー新法は、主務大臣により定められる「移動等円滑化の促進に関する基本方針（平

成 23 年 3月 31 日に告示）」に基づき、バリアフリー化に関わる各主体の責務を示した「関係者

の責務」、また、施設設置管理者等の新築時における移動等円滑化基準への適合義務を示した

「基準適合義務等」、そして、主に既存施設のバリアフリー化を推進する制度としての「重点整

備地区における移動等の円滑化の重点的・一体的な推進」からなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省ホームページ     
 

図 1.4 バリアフリー新法の基本的枠組み 

  

※赤字はバリアフリー新法による追加・変更点 
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2 基本構想の位置づけ 

2.1 基本構想の位置づけ 

本基本構想は、バリアフリー新法及び基本理念・基本方針に基づいて策定します。 

また、策定にあたっては、五條市ビジョンをはじめとする上位・関連計画との整合を図るとと

もに、市民意見の反映に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 基本構想の位置づけ  

 五條市バリアフリー基本構想  

・基本理念・基本方針 

・重点整備地区、生活関連施設、生活関連経路 

・バリアフリー化事業及びその他の事業の概要 

など 

■内容 

市民意見 

●パブリックコメント等 

国が定める法律 

●バリアフリー新法 

●主務大臣による基本方針 

市の上位・関連計画 

●五條市ビジョン 

・五條市総合計画 

・五條市まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 

・国土強靭化地域計画 

●五條市都市計画マスタープラン 

●第 2次五條市障害者計画 

●五條市老人保健福祉計画及び 

第７期五條市介護保険事業計画 

●五條市立地適正化計画 

●五條市公共施設等総合管理計画 

●五條市地域公共交通網形成計画 

●五條中心市街地地区 

まちづくり基本計画 

即す 反映 

整合 
・ 
連携 
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2.2 上位・関連計画の方向性 

本市におけるバリアフリー化について、上位計画及び関連計画ではそれぞれバリアフリー化の

取り組みの方向性について示されています。 

 

2.2.1 上位計画 

1）五條市ビジョン 

五條市ビジョンは、五條市総合計画、五條市まち・ひと・しごと創生総合戦略と国土強靭化

地域計画を一体化して整理した、まちづくりの方向性と行政運営の総合的な指針となる最上位

の計画です。 

表 2.1 五條市ビジョンの記述 

策定主体 奈良県五條市 

策定年月 令和 2年 3月 

計画期間 10 年間（総合戦略 5年間、ビジョン事業 5 年間） 

バリアフ

リーとの

関連事項 

社会動向の整理として「人口減少と

少子高齢化」では人口が減少しても持

続可能なまちづくりの必要性を、「市

民ニーズの高度化・多様化、生活環境

の拡大」では多様化する市民ニーズに

対応した市民サービスの提供の必要性

を、「安心・安全なまちづくりに対し

て強まる要望」では自然災害に対する

備えの重要性や防災・減災体制の強化

など、特に災害時の一人暮らしの高齢

者への対応など、高齢化の進展に伴っ

た安心・安全の確保の必要性が挙げら

れています。 

社会動向の整理から五條市の課題の

柱として「安心して暮らせる環境づく

りが必要」を定め、その中で「高齢者

を含め、すべての市民が安心して暮ら

せるような共生社会の実現に向けた支

援を充実させることが必要」と示しています。 

これらの課題への取り組みとして定めた 5 つ

の基本理念の中の「安心して定住できるまちを

つくる」では、計画的なまちづくりを推進する項目の「多様な価値観に対応した住環

境の整備」の中に「五条駅周辺地区バリアフリー推進事業」が明記されています。 

また、安心・安全な国土・地域・経済社会の構築に向けた地域強靭化を推進するた

めの「国土強靭化地域計画」でも、「安心・安全なまちづくりに対して強まる要望」に

ある災害時の高齢者への対応など、安全に移動できる避難路を確保するためのバリア

フリーへの取り組みは必須事項といえます。 
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2）五條市都市計画マスタープラン 

都市計画マスタープランは、都市計画法第 18 条の 2に基づき、目指すべきまちの将来像と

その実現に向けた都市計画に関する基本的な方針をまとめたものです。五條市全体及び地域別

のまちづくりの方向性に基づいて、今後のまちづくりを計画的に進めていくことを目的として

います。 

表 2.2 五條市都市計画マスタープランの記述 

策定主体 奈良県五條市 

策定年月 平成 23 年 12 月 

計画期間 概ね 10 年後までの令和 2年度まで 

バリアフ

リーとの

関連事項 

都市整備上の課題として、「少子高齢社会への

対応を基調とした誰もが快適に暮らせる環境の充

実」、「円滑に移動できる公共交通等の充実」、「自

然災害や都市災害に備えた安全な都市環境の確

保」が挙げられています。それぞれには「安心で

きる医療・福祉の充実とともに、防犯対策、道

路、公園等が整った生活環境を備えた都市づくり

を進め、快適な定住環境を充実させることが必

要」、「拠点や鉄道駅等においてバリアフリー化を

勧め、高齢者等の誰もが円滑に移動できる環境づ

くりが求められる」、「自然災害・火災・各種事故

への安全対策を進め、安全な都市環境を確保する

ことが必要」などが示されています。 

将来目標の設定における都市づくりの基本方向

では、最初に「安全で安心して、快適に暮らせる

都市構造づくり」が挙げられ

ており、その中に「ユニバー

サルデザインの導入等により

高齢者や障害者を含めて誰も

が安全に安心して、快適に暮

らせる都市構造づくりをめざ

す」と示されています。ま

た、将来都市構造では「拠点

の整備方向」として、五条駅周辺を中心都市拠点として位置づけています。 

全体構想では、都市施設整備の方針としての「交通ネットワーク・機能の充実」の

中に「安全・安心な道路ネットワークの機能充実」が示されており、ユニバーサルデ

ザインの導入を推進し、誰もが安心して利用できる道路環境の創出を推進するととも

に、街路灯や街路樹の整備に努め、高齢者や障害者、来訪者等にわかりやすい案内標

識の整備を積極的に推進すること、JR 等の交通関係機関と協力しながら、駅及び南北

自由通路、駅南側広場の整備を検討していくことが示されています。 

また、都市防災の方針の中にも、避難所である公園や避難経路となる生活道路の整

備についても示されています。 

都市整備上の課題 

都市づくりの基本方向 
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2.2.2 関連計画 

1）第 2次五條市障害者計画 

第 2次五條市障害者計画は、「障害のある人もない人も地域とのつながりの中で自尊心をも

って暮らせる「共生社会」をめざして」を基本理念とし、市民一人ひとりが障害のことを理解

し、それぞれの立場でできる配慮や工夫をすることにより、差別や障壁をなくすよう努め、障

害の有無に関係なく、すべての人にとって暮らしやすい、ともに生きる社会の実現を目的とし

て策定されました。 

表 2.3 第 2 次五條市障害者計画の記述 

策定主体 奈良県五條市 

策定年月 平成 29 年 3 月 

計画期間 平成 29 年度から令和 8年度までの 10 年間 

バリアフ

リーとの

関連事項 

計画の基本的な考え方として、計

画推進にあたっての基本的視点の一

つに「社会のバリアフリー化の促

進」が示されています。 

施策の方向性の取り組み分野では

「いつまでも五條市に暮らしたいと

思える安心・安全なまちづくりの推

進」として、「障害のある人が、地域

で安心·安全に暮らしていけるよう、

防犯や交通安全、防災などの面での

障害のある人への配慮のほか、バリ

アフリーやユニバーサルデザインに

よる生活空間づくりが重要である」

とされており、施策の方向性として

「住まいや建物等の環境整備」の中

で「公共施設・公共空間のバリアフリー化の推進」、「バリアフリー意識の醸造」、

また、「公共交通機関、歩行空間等の整備環境」の中で「公共交通機関のバリアフ

リー化」が示されています。 
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2）五條市老人保健福祉計画及び第 7期五條市介護保険事業計画 

五條市老人保健福祉計画及び第 7期五條市介護保険事業計画は、第 6期で取り組んできた地

域包括ケアシステムをさらに充実・深化させ、高齢者が地域で安心して暮らせる社会の実現を

目的として策定されました。 

 

表 2.4 五條市老人保健福祉計画及び第 7期五條市介護保険事業計画の記述 

策定主体 奈良県五條市 

策定年月 平成 30 年 3 月 

計画期間 平成 30 年度から令和 2年度までの 3年間 

バリアフ

リーとの

関連事項 

五条市が目指す将来像として「地域包括ケアの体制整備」があり、その構成要

素の「安全・安心」の中に「生活基盤である交通ネットワーク・住まいの充実」

が挙げられており、「福祉のまちづくりの推進」が示されています。 
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3）五條市立地適正化計画 

五條市立地適正化計画は、他の関連計画と整合を図りながら、本市の特性に応じた持続可能

な都市構造の構築、および誰もが安心して暮らせる快適な生活環境の実現に向けて、居住誘導

区域、都市機能誘導区域及び誘導施設の設定、公共交通ネットワークとの連携等によるまちづ

くりの方針等を具体的に示すことを目的として策定されました。 

 

表 2.5 五條市立地適正化計画の記述 

策定主体 奈良県五條市 

策定年月 平成 30 年 3 月 

計画期間 概ね 20 年後の 2040 年度（令和 22 年度）を目標年次、概ね 5～10 年毎に評価・見直し 

バリアフ

リーとの

関連事項 

まちづくりの基本方針の一つとして、「拠点を連結する公共交通網の再編を軸と

した移動手段の確保」が挙げられており、「各拠点間を連結する公共交通網の再編

を進めるとともに、来訪者も含めた誰もが不自由なく移動できる都市交通ネット

ワークの構築を進める。」と示されています。 

具体的には、「新たな交流拠点（新庁舎や五條病院周辺）や地域コミュニティ拠

点をつなぐ公共交通網の整備」、「コミュニティバスの利便性の向上」などの「安

心して暮らせる地域公共交通の実現」と、「各拠点周辺でのバリアフリー化の推

進」、「歩行空間の移動環境の充実」などの「歩きやすい歩道等のネットワークの

構築」が示されています。 
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4）五條市公共施設等総合管理計画 

五條市公共施設等総合管理計画は、総務省による「公共施設等総合管理計画の策定にあたっ

ての指針」に則り、五條市の公共施設等における現況や課題を踏まえながら、本市が抱える公

共施設等の更新問題における中長期的な対応のあり方についての基本的な方向性（計画期間、

達成目標、実施方針）を定めることを目的として策定されました。 

 

表 2.6 五條市公共施設等総合管理計画の記述 

策定主体 奈良県五條市 

策定年月 平成 29 年 3 月 

計画期間 
平成 29 年度から令和 28 年度までの 30 年間 

※計画期間内の 10 年間毎に 1～3期の実行機関 

バリアフ

リーとの

関連事項 

公共施設等の現状や課題に関する基礎認識として、「施設の老朽化の問題」の中

で「機能的劣化による施設性能やサービスの質の低下」が挙げられており、「建設

時期が比較的古い建物については、物理的な経年劣化が進むとともに、バリアフ

リー対応などの点において、施設整備後の法改正や社会的要請の変化、技術革新

などによって機能的劣化や陳腐化が生じ、それによって利用者満足度の低下ひい

ては稼働率の低下を招いている場合もある。」とされ、各施設管理で課題の抽出、

今後の方針が示されています。 
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5）五條市地域公共交通網形成計画 

五條市では平成 20年度から「五條市地域公共交通総合連携計画」に基づいて地域公共交通

施策に取り組んできました。「第 3次五條市地域公共交通総合連携計画」が平成 28 年度をもっ

て終了したため、さらなる地域公共交通の活性化と再生に取り組むために「地域公共交通の活

性化及び再生に関する法律」に基づいた総合連携計画の継続計画として、平成 29 年に「五條

市地域公共交通網形成計画（ゴーちゃん交通計画）」が策定されました。 

 

表 2.7 五條市地域公共交通網形成計画の記述 

策定主体 奈良県五條市 

策定年月 平成 29 年 7 月 

計画期間 平成 29 年度から令和 3年度までの 5年間 

バリアフ

リーとの

関連事項 

地域公共交通の活性化に向けた課題の一つとして「定住や交流を促進するた

め、移動利便性の向上を図る」が挙げられており、「高齢者や交通手段が無い方等

の交通弱者に対して、安心して市内に住み続けていただくためには、円滑な移動

手段を確保する必要がある」、「市外からの移住や交流を促進するためにも、公共

交通等による移動を確保することも重要と考えられる」などが示されています。 
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2.2.3 奈良県との協働計画（五條中心市街地地区まちづくり基本計画） 

五條中心市街地地区まちづくり基本計画は、奈良県と五條市が「五條中心市街地地区まちづ

くり基本構想」の実現に向けて取り組む事業に関して、事業名、事業内容、事業主体、事業ス

ケジュール等を明確にしたものです。 

 

表 2.8 五條中心市街地地区まちづくり基本計画の記述 

策定主体 奈良県五條市 

策定年月 平成 30 年 1 月 

計画期間 令和元年度から 

バリアフ

リーとの

関連事項 

五條市が目指すまちづくりの

方向性として、「五條中心市街地

地区は新たな中南和の玄関口と

して来訪者への地域情報を発信

し、五條新町をはじめ市全域へ

の観光交流を促進する。また、

新庁舎の整備に伴う生活サービ

スの充実や賑わい空間の創出に

取り組む」と示されています。 

五条駅前については、「駅前広

場の整備や階段の段差解消等を

行う」ことが構想としてあり、

五條高校跡地での行政機能を集

約した市民開放型のシビックコ

アの形成、および周辺地域の活

性化のための駅前広場の整備や

階段の段差解消等を行い、快適

性・利便性を強化する「JR 五条駅周辺整備検討事業」が計画されています。 

●五條中心市街地地区 
新たな中南和の玄関口として京奈和自動車道
整備を契機に来訪者への地域情報を発信し、
五條新町をはじめ市全域への観光交流を促進
する。また、新庁舎の整備に伴う生活サービ
スの充実や賑わい空間の創出に取り組む。 
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3 基本理念と基本方針 

3.1 基本理念 

本基本構想の上位計画である五條市ビジョンでは、課題の柱として「安心して暮らせる環境づ

くりが必要」が認識されています。高齢者を含め、すべての市民が安心して暮らせるような共生

社会の実現に向けた支援を充実させる必要があるとして、まちづくりの基本理念・将来像として

「安心して定住できるまちをつくる」ことが定められています。 

本格的な高齢社会の到来する中、このような将来像を実現していくためには高齢者も子ども

も、障害のある人もない人も、すべての人が同じように生活し活動することのできる共生社会を

めざす「ノーマライゼーション」の実現を念頭に置き、誰もが安心して社会参加できる環境を整

えることが重要となります。 

よって、本基本構想では「すべての人が安心して社会参加できるまち 五條市」を基本理念と

して定め、基本理念の実現に向けた「基本方針」として、円滑な移動空間を連続的に確保する

「移動空間の確保とネットワーク化」、誰もが移動しやすい道路、利用しやすい施設、住みやす

いまちになるような「ユニバーサルデザイン化」、高齢者、障害者等の困難を自らの問題として

認識してその社会参加に積極的に協力する「心のバリアフリーの推進」、標準的なレベルからさ

らに望ましいレベルまで積極的かつ継続的に質の向上を図っていくための「継続的なスパイラル

アップ」の 4つを定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 基本理念と基本方針  

「すべての人が安心して社会参加できるまち 五條市」 

基本方針 

基本方針 1 

移動空間の確保とネットワーク化 

円滑な移動空間を連続的に確保 

基本方針 2 

ユニバーサルデザイン化 

誰もが移動しやすい道路、利用しやすい 

施設、住みやすいまち 

基本方針 3 

心のバリアフリーの推進 

高齢者、障害者等の困難を自らの問題とし

て認識し、その社会参加に積極的に協力 

基本方針 4 

継続的なスパイラルアップ 

積極的かつ継続的に質の向上を図る 

基本理念 
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3.2 基本方針 

 

 

まちづくりの視点から移動を考えると、建築物や公共交通旅客施設といった単体だけではな

く、それを結ぶ広場や道路、交通結節点といった移動空間全体のネットワークの形成を考慮しな

ければなりません。バリアフリー新法以外の計画も含めて各施設管理者とも連携して移動空間の

確保とネットワーク化を進めていきます。 

例えば、電車からバスへの乗り換えや、建築物への移動が連続して容易に行えるよう、移動経

路の円滑化や案内情報等の整備を図るとともに、沿道の建物所有者や店舗の協力により、歩行空

間の障害物の撤去を強化したりする等の取り組みも推進していきます。 

 

 

 

ユニバーサルデザインとはあらかじめ障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な

人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方です。ユニバーサルデザインもバ

リアフリーも快適に自由に参加できる社会の構築を目指すという目標は共通していますが、バリ

アフリーは障壁を取り除いていこうという狭義の考え方であり、ともすればその障壁により制約

を受ける人を特別扱いしかねません。 

一方、ユニバーサルデザインは可能な限り特別扱いせず、すべての人に対応できるようなデザ

インを目指すものであり、社会全体の利益に繋がります。このような考え方をベースとして、道

路、公園、交通安全施設などの整備を行っていきます。 

 

 

 

基本理念を実現するためには障害の有無にかかわらず、ともに同じ地域の住民として認め合

い、安心していきいきと暮らすことができる共生社会の実現が課題となります。そこで、福祉分

野との連携のもと、市民一人ひとりが支援を必要とする方々の自立した日常生活や社会生活を確

保することの重要性について理解を深め、自然に支え合うことができるようにする「心のバリア

フリー」を推進していきます。 

 

 

 

バリアフリー化の取り組みは基本構想に位置づけられた事業が完了したら終了するのではな

く、計画期間中や計画期間終了後も市民や事業者などの様々な関係者の参加により評価を行い、

段階的・継続的なバリアフリー化の取り組みを発展（スパイラルアップ）していきます。 

 

  

基本方針 1 移動空間の確保とネットワーク化 

基本方針 2 ユニバーサルデザイン化 

基本方針 3 心のバリアフリーの推進 

基本方針 4 継続的なスパイラルアップ 
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4 重点整備地区、生活関連施設・経路の設定 

4.1 重点整備地区の要件 

本基本構想の対象となる「重点整備地区」とは、「面的・一体的なバリアフリー化を重点的に

推進する地区」であり、「旅客施設を中心とする地区」、「高齢者、障害者等が利用する施設が集

積する地区」などが対象となります。具体的には「新法第 2条第 21号と基本方針の三の 3」に

定められている通り、次の 3つの要件全てに該当する地区が対象となります。 

 

 要件１ 生活関連施設の集積性（配置要件） 

生活関連施設があり、かつ、それらの間の移動が通常徒歩で行われる地区 

・生活関連施設のうち、特定旅客施設や官公庁施設、福祉施設等の特別特定建築物が 3以上あ

ること 

・地区の面積はおおむね 400ha 未満（概ね 2㎞四方の範囲） 

・施設間の移動が通常徒歩で行われる範囲 

 

 要件２ 移動等円滑化の事業実施の必要性（課題要件） 

生活関連施設及び生活関連経路についてバリアフリー化事業が特に必要な地区 

・高齢者、障害者等による施設の利用状況や土地利用、諸機能の集積の実態と将来の方向性、

実現可能性からみて一体的なバリアフリー化事業実施の必要性が高いこと 

 

 要件３ 総合的な都市機能の増進に対する有効性（効果要件） 

バリアフリー化の事業を重点的・一体的に行うことが、総合的な都市機能の増進を図る上で有

効かつ適切な地区 

・高齢者、障害者等の交流と社会参加の機会の提供、消費生活や勤労の場の提供など、都市機

能の増進に効果的な事業の実施が可能なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省ホームページ  

図 4.1 重点整備地区における移動等円滑化のイメージ  
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4.2 生活関連施設の設定 

「バリアフリー新法第 2条第 1項」では、「高齢者、障害者等が日常生活、または社会生活に

おいて利用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設、その他の施設」を生活関連施設の対象施設と

することが示されています。また、「バリアフリー基本構想作成に関するガイドライン」（国土交

通省）には、生活関連施設とは「常に多数の人が利用する施設」、「高齢者、障害者等が常時利用

する施設」とあり、具体的には次のような施設が該当します。 

 

表 4.1 生活関連施設の基本的な考え方 

施設の分類 基本的な考え方 

常に多数の人が利用

する施設を選定する 

・旅客施設、大規模商業施設、文化施設、銀行・郵便局、官公庁、

病院や公園等、高齢者・障害者等のほか、妊産婦や乳幼児連れ

（ベビーカー）など様々な人が利用する用途の施設 

・国・都道府県・市町村が管理する施設 

高齢者、障害者等が

常時利用する施設を

選定する 

・老人ホーム・障害者福祉ホーム等の高齢者・障害者が多く居住す

る施設 

・福祉サービス施設・老人福祉センター・障害者福祉センターなど

高齢者・障害者等が常時利用する施設 

 

本基本構想では、「特定旅客施設（五条駅）周辺の徒歩圏内に立地する生活関連施設」に該当

する施設の中から、特に優先的にバリアフリー化を実施する必要性のある施設を生活関連施設と

して選定します。 
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4.3 生活関連経路の設定 

生活関連経路は、旅客施設からの動線だけでなく旅客施設以外の施設間の移動のしやすさを高

めるように経路（道路、駅前広場など）を確保する必要があり、「バリアフリー基本構想作成に

関するガイドライン」では以下の事項を踏まえ設定することが示されています。 

 

表 4.2 生活関連経路の基本的な考え方 

経路の分類 基本的な考え方 

より多くの人が利用

する経路を選定する 

・生活関連施設に訪れる人などの利用頻度が高い経路や歩行者交通

量の多い経路を優先的に選定する。 

生活関連施設相互の

ネットワークを確保

する 

・旅客施設とその他の生活関連施設との経路はもとより、旅客施設

以外の生活関連施設相互の連絡にも配慮し、結果として重点整備

地区内のネットワークが構成されるよう配慮する。 

・一つの生活関連施設に対し複数方向からのアクセス動線が確保さ

れるよう配慮することが望ましい。 

 

本基本構想では、「生活関連施設相互を結ぶ、より多くの人が利用する経路」に該当する経路

の中から、特に優先的にバリアフリー化を実施する必要性のある経路を生活関連経路として選定

します。 
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5 バリアフリー化のための事業 

5.1 基本構想に基づくバリアフリー化の事業の推進 

今後、本基本構想に基づいて、五條市、公共交通事業者、施設設置管理者、公安委員会が施設

や道路等のバリアフリー化事業を実施していきます。また、市民、施設設置管理者、行政機関等

が互いに連携したソフト施策を展開し、「心のバリアフリー」を推進していきます。なお、バリ

アフリー化事業として、重点整備地区における以下の 6つの主要な事業（特定事業）については

本基本構想策定後、構想に基づく事業計画（特定事業計画）を策定し、移動等円滑化基準に基づ

いて、原則として目標年次までに事業を完了させるものとします。 

 

1）公共交通特定事業 

公共交通事業者が実施する旅客施設内におけるエレベーター設置等の事業のうち、必要性

及び緊急性の高い事業 

 

2）道路特定事業 

道路管理者が実施する道路における段差や勾配の改善等の事業のうち、必要性及び緊急性

の高い事業 

 

3）路外駐車場特定事業 

路外駐車場管理者が実施する特定路外駐車場※1）における段差や駐車ますの改善等の事業

のうち、必要性及び緊急性の高い事業 

 

4）都市公園特定事業 

公園管理者等が実施する都市公園における段差や勾配の改善等の事業のうち、必要性及び

緊急性の高い事業 

 

5）建築物特定事業 

建築主等が実施する特定建築物※2）における段差や勾配の改善等の事業のうち、必要性及

び緊急性の高い事業 

 

6）交通安全特定事業 

公安委員会が実施する道路における視覚障害者用付加装置（音響装置）の設置等の事業の

うち、必要性及び緊急性の高い事業 

 

 

※1）特定路外駐車場 

駐車場法第 2条第 2号に規定する路外駐車場であって、駐車用の面積が 500 ㎡以上で、駐車料金を

徴収するもの 

※2）特定建築物 

学校、病院、百貨店、ホテル、老人ホームその他多数の者が利用する建築物 
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なお、特定事業での各主体が取り組む内容について以下の例を示します。 

 

表 5.1 特定事業での各主体の取り組む内容の例 

事業分類 事業者 事業内容の例 

公共交通 

鉄道事業者 
・駅構内、通路の安全性の確保 

・案内やサポート体制の充実 

バス事業者 

・低床車両の導入 

・バス停の利用環境の向上 

・車外放送案内・サポート体制の充実 

タクシー事業者 

・ユニバーサルデザインタクシーの導入 

・共通したサービスの提供 

・介助等のサポート体制の充実 

道  路 道路管理者 

・交差点のバリアフリー化 

・歩道の段差、急な勾配、側溝蓋等の改善 

・視覚障害者誘導用ブロックの設置 

路外駐車場 施設設置管理者 

・車いす使用者用駐車施設の設置 

・道路等までの通路のバリアフリー化 

・適正利用の案内設置 

都市公園 公園管理者 

・出入口、園路の段差等の改善 

・多機能トイレの改善 

・駐車場の改善 

建 築 物 施設設置管理者 

・出入口、通路等の段差や幅の改善 

・わかりやすい案内表示の設置 

・利用者への適切な対応 

交通安全 交通管理者 

・音響式信号機等の設置 

・違法駐車対策 

・継続的なマナー啓発による安全な歩行空間の確保 

その他の 

事業 
五條市及び関係者 

・駅前広場の整備と改札部とのバリアフリー経路の検討や案内表示等の設置 

・駐輪場整備や自転車利用者のルール・マナー遵守意識の向上による駐輪対策 

・歩行者、自転車の通行帯区分の検討による歩行者の安全対策 

・高齢者、障害者等に対する「理解促進」、「利用を妨げない」、「利用の手助

け」を基本的な考えとした「心のバリアフリー」の推進 

・わかりやすい災害時等にも有効な公共サインの設置 
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5.2 目標年次の考え方 

特定事業で位置づけるバリアフリー化に向けた各施策については、財政状況、関係者等との合

意形成、工事の難易度等を考慮し、短期・中長期に区分した整備目標時期を設定します。 

特定事業は令和 11（2029）年度までの完了を目指します。なお、長期的な取り組みが必要な

事業は令和 12（2030）年度以降も施策を進めていくこととします。 

ただし、予算上の関係や関連事業との調整を受けて、事業が見込み通りに進まない事態も考え

られます。このため、目標の実績評価も含めて各事業の進捗状況を確認し、必要に応じて事業の

内容や目標年次を見直します。 

特定事業以外の事業については、可能な限り令和 11（2029）年度までに完了するよう努める

とともに、令和 12（2030）年度以降も長期的な取り組みを進めていくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 基本構想に基づくバリアフリー化推進のながれ  

基本構想策定 

令和 2（2020）年 3月 

特定事業計画策定 

公共交通特定事業計画策定（公共交通事業者） 

道路特定事業計画策定（道路管理者） 

路外駐車場特定事業計画策定（駐車場管理者） 

都市公園特定事業計画策定（公園管理者等） 

建築物特定事業計画策定（建築主等） 

交通安全特定事業計画策定（公安委員会） 

特定事業の実施 

特定事業の完了 

目標年次：令和 11（2029）年度 

特定事業以外の 

事業の実施 

長期的な取り組み 

可能な限り令和 11（2029）年度までに完了 
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6 構想実現に向けた取り組み 

本基本構想に位置づけた各施策を効果的かつ効率的に推進するために、多様な主体の連携体制

や基本構想の進行管理のあり方など、構想実現に向けた取り組みを位置づけます。 

 

6.1 市民・事業者・行政の連携・協働 

基本構想を実現していくためには、「市民（個人・地域）」、「事業者」、「行政」といった 3つの

主体がそれぞれの果たすべき役割を認識しながら、適切な連携・協働のもと、効果的かつ効率的

に施策展開を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1 市民・事業者・行政の連携・協働  

 協働 

事業者 

市民 

行政 

連携 

連携 

市民 
誰もが互いに尊重し、譲り合い、助け合う心を育て、バ

リアフリーのまちづくりをめざします。 

事業者 
施設等において年齢、性別、障害の有無にかかわらず、

誰もが利用しやすいユニバーサルデザインの考え方に基づ

いた施設の整備を進めます。 

行政 
バリアフリーの取り組みを、市民、事業者と連携して、

継続的に進めていくためのしくみの構築をめざします。 

連携 

・基本構想策定後もスパイラルアップに取り組む組織の構築 

・市民の意見をバリアフリー化に反映するしくみの検討 

・市民、事業者の自主的・積極的なバリアフリーの取り組みの支援 
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6.2 基本構想の進行管理 

本基本構想の基本理念である「すべての人が安心して社会参加できるまち 五條市」を実現し

ていくためには、本基本構想や特定事業等の実施状況を踏まえながら基本構想を評価・見直する

ことにより、さらなる改善につなげていく「段階的・継続的な発展（スパイラルアップ）」の実

現が欠かせません。そのためには、特定事業計画策定や事業実施までの期間にわたる継続的な進

行管理が必要となります。 

適切に進行管理していくためには、実施状況を踏まえながら基本構想を評価・見直ししていく

「ＰＤＣＡサイクル」の考え方が重要となります。具体的には、「計画・設計（Plan）」を「実施

（Do）」に移し、結果・成果を「評価（Check）」したうえで、改善・改良すべき点を「反映

（Action）」を加えることによって「段階的・継続的な発展（スパイラルアップ）」の実現を目指

していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.2 スパイラルアップのＰＤＣＡサイクル 

 

  

段階的・継続的な発展 
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6.3 推進体制の構築 

基本構想策定後も、市民、事業者、行政等で構成される「五條市バリアフリー基本構想協議

会」を年 1回程度開催し、バリアフリー整備の取り組みの進捗状況、特定事業計画の内容につい

ての確認や評価を行い、より質の高い取り組みに反映していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.3 推進協議会のイメージ 

 

五條市バリアフリー基本構想協議会 

（基本構想策定後も継続して協議を行う） 

構成主体：市民・事業者・行政等 

■協議会の開催 

整備の取り組みの進捗状況の確認等 

■特定事業計画の進捗状況の確認 

各事業者による特定事業計画の検討、実施

状況の報告 

連携 各団体・グループ等 

※必要に応じて、障害者・高齢者・
子育て世代等と意見交換しながら
整備に反映 
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1 五条駅周辺地区 

1.1 選定理由 

五条駅周辺地区は五條市の中心市街地地区に位置し、五条駅及び五條バスセンターの旅客施

設、市役所をはじめとする行政施設、商店街や国道 24号沿道の商業施設などがあり、五條市に

おける業務、交通、商業、観光の拠点となっている地区です。 

当地区について、本基本構想の対象となる「重点整備地区」として求められる 3要件（Ⅰ 策

定の背景と位置づけ 4.1 重点整備地区の要件 参照）について整理を行った結果、全てに該当

する地区であることがいえ、まちづくりを支援するためにも基本構想の策定が必要です。 

 

表 1.1 重点整備地区の要件の該当状況 

重点整備地区の要件 地区の状況 該当状況 

要件 1：配置要件 

生活関連施設の集積性 

・五条駅は一日当たりの平均的な利用者数（降車客

含まず）は 1,500 人であり、特定旅客施設（一日

当たりの平均的な利用者が、3,000 人以上の施

設）には該当していませんが、五条駅の南側の国

道 24 号沿道には近隣・遠距離交通の起終点となる

五條バスセンターがあります。 

・徒歩圏内に特別特定建築物に該当する施設（市役

所、郵便局、金融機関、公民館、警察署、病院・

医院、商業施設等）が多くあります。 

〇 

要件 2：課題要件 

移動等円滑化の 

事業実施の必要性 

・市役所を始め多くの公共施設が点在しています

が、これらを結ぶ歩行空間は、幅員不足、急勾

配、段差等の問題があり、バリアフリー化のため

の事業を実施する必要があります。 

〇 

要件 3：効果要件 

総合的な都市機能の 

増進に対する有効性 

・「五條中心市街地地区まちづくり基本計画」では、

五條高校跡地に建設中の市役所新庁舎（令和 3年

度開庁予定）での行政機能を集約した市民開放型

のシビックコアの形成、および周辺地域の活性化

のための駅前広場の整備や階段の段差解消等を行

い、快適性・利便性を強化する「JR 五条駅周辺整

備検討事業」が計画されています。 

・国道、県道、市道、商店街、鉄道、バス等の様々

な事業者による一体的なバリアフリー化整備によ

り、一層効果を発揮します。 

〇 
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1.2 重点整備地区の位置及び区域 

1.2.1 重点整備区域の位置 

五条駅周辺地区は五條市北部に位置し、JR和歌山線五条駅、市役所等が位置する五條市の玄

関口となる地区です。地区の基幹となる国道 24号を中心に、東西約 1.5 ㎞、南北約 1.0 ㎞の範

囲としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土地理院図      

図 1.1 五条駅周辺地区 

1.2.2 重点整備地区の区域 

五条駅周辺地区の重点整備地区は、下記の町丁目から構成される区域（約 1.5 ㎢）とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 五条駅周辺地区の町丁名  

五条駅 

五條市役所 

本町 3 

本町 1 

岡口 1 

岡口 2 

今井町 

須恵 1 

須恵 2 

須恵 3 

今井 1 

今井 2 

今井 3 

今井 4 

五條 1 

五條 2 五條 3 五條 4 

五條市役所 

五条駅 

国道 168 号 

Ｎ 

Ｎ 

0   200ｍ 
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2 策定の背景と位置づけ 

2.1 五条駅周辺地区の現況 

2.1.1 地形 

五条駅周辺地区は、五条駅から国道 24号にかけて標高が低くなる地形となっています。 

五条郵便局付近と国道 24号までの約 30ｍの距離で 15ｍ程の標高差となっており、急な傾斜が

地区内を分離している状況です。 

また、ハザードマップでは吉野川で洪水等の災害が発生した場合、国道 24号よりも北側へ避

難する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土地理院図      

図 2.1 五条駅周辺地区の地形（標高） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 五條市ハザードマップ  

Ｎ 

Ｎ 
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2.1.2 用途地域 

五条駅周辺地区は、商業地域、第一種住居地域の用途地域に指定されています。土地利用をみ

ると、五条駅周辺は住宅地が、国道 24号沿道には商業地が形成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 五條市用途地域図 

  

Ｎ 

五条駅 

五條市役所 
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2.1.3 人口と高齢者人口 

五条駅周辺地区の人口（平成 27 年国勢調査）は 4,763 人で、平成 12年を基準とした場合、15

年間で約 3割の減少となっています。 

また、五条駅周辺地区の高齢者人口（平成 27 年国勢調査）は 1,817 人で、人口に占める高齢

者の割合は 38.1％となっており、平成 12 年を基準とした場合、約 2割の増加となっています。 

 

表 2.1 五条駅周辺地区の人口と高齢者人口 

 年 
項目 

平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

人口（人） 6,783 6,133 5,467 4,763 

平成 12 年基準値 1.00 0.90 0.81 0.70 

高齢者人口（人） 1,515 1,706 1,767 1,817 

人口に占める割合（％） 22.3 27.8 32.3 38.1 

平成 12 年基準値 1.00 1.13 1.17 1.20 

出典：国勢調査      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査結果から図化         

図 2.4 五条駅周辺地区の人口と高齢者人口 
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3 五条駅周辺地区の課題抽出 

3.1 意見交換会（ワークショップ）及び調査（既存資料・現地踏査）の概要 

バリアフリーに関する調査を実施するうえで、五条駅周辺地区内に居住されている方々の代表

者（各自治会会長）、五條市内の障害者支援施設を運営する社会福祉法人に協力を仰ぎ、五条駅

周辺地区のバリアフリー化に関する意見交換会（ワークショップ）を開催し、関係者から意見を

頂きました。 

頂きました意見を踏まえて、五条駅周辺地区内のバリアフリーに関する課題を把握することを

目的に、既存資料の調査及び現地踏査を実施しました。 

 

表 3.1 意見交換会（ワークショップ）開催概要 

意見交換会（ワークショップ） 

テーマ 
「五条駅周辺地区での日常生活に関する問題」 

第 1回 
対象者 五条駅周辺自治会関係者 

出席者 南和、末広、須惠本町 

第 2回 

対象者 社会福祉法人関係者 

出席者 

五條市社会福祉協議会 

五條市あすなろ福祉会 

三寿福祉会 障害者支援施設つわぶき苑 

社会福祉法人 泰久会 障害者支援施設仁優園 

社会福祉法人 嚶鳴学院 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 五条駅周辺自治会       (2) 社会福祉法人関係者 

図 3.1 意見交換会（ワークショップ）実施状況 

 

表 3.2 意見交換会（ワークショップ）で出された意見の概要 

 

 

 

 

 

  

・地区内で歩道が整備されている所でも、幅員が十分に確保できていない。 

・県道五條停車場線の歩道の勾配が急である。 

・コンクリートの側溝蓋が割れや、網目が大きいグレーチング蓋がある。 

・視覚障障害者誘導用ブロックが連続していない。 

・五条駅前は歩行者、自転車、自動車が錯綜している。 

・その他、五条駅の構造、公衆トイレ、横断歩道橋、案内看板、近隣施設建物など

に関する意見 
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3.2 五条駅周辺地区の問題点 

3.2.1 道路の状況 

1）道路幅員 

五条駅周辺の道路の幅員は、国道 24 号は 12ｍ以上、県道五條停車場線は 6ｍ～12ｍ、商栄

会商店街を含む須恵 4号線は 4ｍ～8ｍですが、その他の多くは幅員が 4ｍ以下の狭隘な道路と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 国道 24 号         (2) 県道五條停車場線 

 

図 3.2 五条駅周辺地区の道路の幅員 
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2）歩道のない道路・狭い歩道 

五条駅周辺は歩道のない道路や、歩道があっても幅の狭い箇所があります。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 国道 24 号        (2) 県道五條停車場線 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 須恵 4号線（商栄会商店街）     (4) 須恵 4号線 

図 3.3 歩道のない道路・狭い歩道 

 

3）歩道の変状 

五条駅周辺で歩道が整備されている道路でも、平板ブロック舗装の浮きや植樹の根張りによ

る舗装の隆起などの変状があります。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 平板ブロック舗装の浮き   (2) 植樹の根張りによる舗装の隆起 

図 3.4 歩道の変状 
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3.2.2 五条駅の状況 

1）五条駅前 

五条駅前では、観光案内看板前の駐停車車両や横断歩道橋の塗装劣化・腐食、バス停留所・

公衆トイレのバリアフリーの未整備などがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 観光案内看板      (2) 横断歩道橋（岡口 8号線） 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 五条駅バス停留所      (4) 五条駅外公衆トイレ 

図 3.5 五条駅前の状況 

 

2）五条駅構内 

五条駅構内では、ホームの傾斜、ホーム間の連絡道における昇降設備の不備、公衆トイレの

バリアフリーの未整備などがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 1 番線ホーム         (2) 地下連絡通路 

図 3.6 五条駅構内の状況 
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3.2.3 公園の状況 

1）児童公園 

五条駅周辺地区内にある児童公園は、休憩施設、手洗い場、公衆トイレなどが設置されてい

ますが、バリアフリーの整備は行われていません。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 公園入口           (2) 園内 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 休憩施設       (4) 手洗い場・公衆トイレ 

図 3.7 須恵児童公園の状況 

 

2）児童遊園地 

五条駅周辺地区内にある児童遊園地は、遊具、ベンチなどが設置されていますが、バリアフ

リーの整備は行われていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 須恵児童遊園地       (2) 神宮寺児童遊園地 

図 3.8 児童遊園地の状況 

  



Ⅱ-12 

 

3.3 課題の整理 

五条駅周辺地区における問題点と、解決のための課題について整理します。 

 

1）急峻な地形 

国道 24 号から JR 和歌山線にかけて急な上りの傾斜であり、地区内の南北の道路は短い距離

で高低差が大きく急峻な地形となっています。南北方向の主要な道路の県道五條停車場線では

約 10％の勾配の斜路となっており、比較的緩やかな傾斜の市道須恵 4号線でも約 5％の勾配で

す。その他の南北方向の道路では、場所によっては 15％～20％の急な勾配となっています。 

この地区に該当する本町・五條・須恵・岡口地区のハザードマップでは、浸水深の範囲は国

道 24号まであり、災害発生時は国道 24号よりも北側へ避難しなければなりません。 

このため、坂道の往来の負担を緩和するための措置を講じる必要があります。また、このよ

うな急峻な地形は、この地区に居住されている方は理解されていますが、初見の来訪者は地形

の状況が分からないため、情報の提供や案内が必要です。 

 

2）密集した市街地と居住者の高齢化の進行 

五条駅周辺地区内は密集した住宅地が形成されており、居住者の高齢化率が高くなっていま

す。商栄会商店街（須恵 4号線）には商店がありますが、国道 24 号沿道の商業施設、金融機

関、病院・診療所等への移動の際には、道路の急な勾配は高齢者にとって大きな負担となりま

す。このため、高齢者が外出しやすい環境の整備が求められます。 

 

3）点在する生活関連施設の接続 

五条駅周辺地区内には生活に関連する医療・商業・公共施設等が地区内に点在しています。

これらの施設間を、だれもが安全で安心して移動できる空間とする整備が必要です。 

 

4）幅員の狭い道路および歩道のない道路、狭い歩道 

五条駅周辺地区内の道路は、一部を除いて幅員が 4ｍ以下の狭隘な道路が多くあります。 

また、歩道が未整備の道路も多くあり、歩道が整備されている道路でも狭隘な箇所や途切れ

があり、歩道上の電柱や防護柵等により十分な通行幅がない箇所もあります。 

歩道が整備されている道路では連続性の確保と、歩道が整備されていない道路では限られた

道路の空間の中での、より安全で安心して移動できる場所の確保が必要です。 

 

5）適切な歩道の機能維持 

歩道が整備されている道路でも、乗入部の段差、舗装のひび割れ、浮き、隆起などの変状、

交通安全施設の破損・欠損があります。また、点字ブロックの欠損・未整備により不連続な状

態などがあります。 

歩道の機能を維持していくための、適切な処置と整備、維持管理が必要です。 

  



Ⅱ-13 

4 五条駅周辺地区の基本方針 

4.1 五条駅周辺地区の基本方針 

重点整備地区とした五条駅周辺地区での課題の整理の結果から、日常の移動の負担低減や災害

時への備えなど喫緊の対応が必要と考えられる範囲を優先して整備するものとします。 

このため、五条駅周辺地区では五条駅を含む東西約 700ｍ、南北約 600ｍの範囲について、生

活関連経路の設定とバリアフリー化の事業について計画していくことを基本方針とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 優先してバリアフリー化の整備を計画する範囲 
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5.2 生活関連経路 

優先してバリアフリー化の整備を計画する範囲の施設を連続して繋ぐ移動経路（生活関連経

路）として、以下の経路を計画します。 

生活関連経路は連続的にバリアフリー歩行空間ネットワークを形成するように配慮し、有効か

つ適切な箇所から整備していきます。なお、整備は部分的でなく、段階的かつ計画的に行い、事

業実施の見込みがない経路は事業の具体化に向けた検討の方向性を示していきます。 

また、民間の建築物等の管理者と協力しながら、道路と建築物等との一体的な整備を推進して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2 優先してバリアフリー化の整備を計画する範囲内の生活関連経路  
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6 実施すべき特定事業等 

6.1 特定事業 

6.1.1 特定事業とは 

特定事業とは「バリアフリー新法第 2条」で定める事業（公共交通特定事業、道路特定事業、

建築物特定事業、路外駐車場特定事業、都市公園特定事業及びその他の特定事業）で、基本構想

で位置づけた生活関連施設、生活関連経路等のバリアフリー化を実現化するためのものです。基

本構想に特定事業を定めた場合、その特定事業を実施すべき者には特定事業計画の作成と、これ

に基づく事業実施の義務が課せられます。また、特定事業には「実施者」、「実施する対象施設

等」、「実施予定期間」を記載する必要があります。 

本基本構想では「道路特定事業」、「都市公園特定事業」、「交通安全特定事業」に関する事業を

特定事業に位置づけ、整備方針は「新設」、「改良」、「部分改修」、「検討」、「維持管理」としま

す。なお、その他の特定事業は今後、関係する民間の機関、団体等と協議を行いながら適宜着手

していきます。 

表 6.1 特定事業の種類と主な整備例 

特定事業の種類 主な整備例 

道路特定事業 

・道路におけるバリアフリー化のための施設・工作物（歩道、道路用エレベーター、

通行経路の案内標識等）の設置 

・バリアフリー化のために必要な道路構造の改良（歩道の拡幅、路面構造の改善等） 

・整備例：歩道への視覚障害者用誘導ブロックの設置、車道との段差解消、滑り止め

舗装等 

都市公園特定事業 
・都市公園におけるバリアフリー化のために必要な特定公園施設の整備 

・整備例：トイレ、手洗い場、休憩施設等の整備 

交通安全特定事業 

・バリアフリー化のために必要な信号機、道路標識又は道路標示の設置 

（高齢者、障害者等による道路の横断の安全を確保するための機能を付加した信号

機、歩行者用道路であることを表示する道路標識、横断歩道であることを表示する

道路標示の設置等） 

・バリアフリー化のために必要な生活関連経路を構成する道路における違法駐車行為

の防止（違法駐車行為に係る車両の取締りの強化、違法駐車行為の防止についての

広報活動及び啓発活動等） 

・整備例：音響式信号、残り時間のわかる信号機、エスコートゾーンの設置等 

 

表 6.2 整備方針 

整備方針 整備内容 

新 設 ・歩道を新設する。 

改 良 ・既存の歩道を再整備する。 

部分改修 ・既存の歩道をポイント改修する。 

検 討 ・市民とともに整備のあり方について協議を行いながら、長期的に改良を行う。 

維持管理 ・バリアフリー化が完了している区間に対して、適切な維持管理を行う。 
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(1) 視覚障害者用誘導ブロックの設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 歩道の拡幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 歩道の平たん化・排水ます蓋の交換 

 

図 6.1 道路特定事業での整備イメージ  
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(1) 園路のバリアフリー化   (2) スロープ（傾斜路）の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 身障者対応型水飲みの設置    (4) 多機能トイレへの置換 

 

図 6.2 都市公園特定事業での整備イメージ 
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(1) 歩行者通行場所・交差点位置の明示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 斜路での手すり柵の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 斜路・段差・狭隘箇所への案内表示の設置 
 

図 6.3 交通安全特定事業での整備イメージ  
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6.1.2 事業の目標時期 

特定事業で位置づけるバリアフリー化に向けた各施策については、国や県の各種基準、関連の

ガイドライン等に沿った整備・改良を基本とします。誰もがより利用しやすい道路・施設とする

ために、できる限り市民のニーズを反映した整備を行うことを前提とし、財政状況、関係者等と

の合意形成、工事の難易度等を考慮して、短期・中期・長期に区分した目標時期を設定します。 

ただし、事業が見込み通りに進まない事態が生じることも考えられるため、目標の実績評価も

含めて各事業の進捗状況を確認し、必要に応じて事業の内容や目標年次を見直します。 

なお、緊急性を要する対策が必要な箇所については、安全で円滑な道路空間の確保を適宜、対

応します。また、バリアフリー施設を整備する上では、全ての利用者に対する配慮を念頭に置き

ながら、最新技術の導入について検討します。 

 

表 6.3 事業の目標時期の区分 

短期計画 

事業 

概ね 5年間 

（令和 2（2020）年度 

～ 令和 6（2024）年度） 

緊急性を要する、早急な対応が可能といった事業。 

経過措置
（注 1

を用いても整備を実施する。 

中期計画 

事業 

概ね 10 年間 

（令和 7（2025）年度 

～ 令和 11（2029）年度） 

可能な限りバリアフリー基準に基づいた整備を実施する。 

なお、実現性が高まった場合はすみやかに整備を実施する。 

長期計画 

事業 

10 年以上 

（令和 12（2030）年度以降） 

現段階では事業の実現が困難あるが、実現に向けてまちづく

りの視点を踏まえて検討を継続する。なお、実現性が高まっ

た場合は速やかに整備を実施する。 

注 1）経過措置：建物等により有効幅員 2ｍ以上の歩道幅員の確保が困難な場合など、やむを得ない場合は、有効幅員

1.5ｍや歩車共存道路とすることを可能とした措置 

 

 

年度 

計画期間 
令和 2(2020)年度 令和 6(2024)年度  令和 7(2025)年度 令和 11(2029)年度  

令和 12(2030) 

年度以降 

短期計画  

 

   

中期計画    

 

 

長期計画     
 

 

図 6.4 事業の目標時期  

協議・調査・設計 

実施 

実施 

用地確保・協議・調査・設計 

事業開始 

もしくは見直し 

用地確保・協議・調査・設計・検証 
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6.2 特定事業計画 

6.2.1 道路特定事業 

道路特定事業について、対象道路別に取り組む内容と計画期間を示します。 

 

表 6.4 道路特定事業計画 

対象道路 計画期間 道路特定事業 

国道 24 号 

短期計画 

・歩道ブロックの損傷・変状箇所の補修 

・目の粗いグレーチングの取り換え 

・側溝の蓋の穴のふさぎ 

・視線誘導標の破損・欠損箇所の補修 

中長期計画 
・点字ブロックの整備 

・歩道の途切れ、狭隘部の歩道整備 

県道五條停車場線 

短期計画 

・歩道コンクリートパネルの隙間の補修 

・目の粗いグレーチングの取り換え 

・側溝の蓋の穴のふさぎ 

・転落防止柵の補修 

・視線誘導標の設置場所の変更 

中長期計画 
・点字ブロックの整備 

・歩道の途切れ、狭隘部の歩道整備 

市道その他 

短期計画 

・舗装の劣化箇所、工事後の舗装復旧箇所等の修繕 

・目の粗いグレーチングの取り換え 

・側溝の蓋の穴のふさぎ 

中長期計画 

・歩道の未整備路線の歩道整備または歩行箇所表示 

・五条駅前整備（歩道整備、バス停留所の整備など） 

・横断歩道橋の補修、塗装塗り替え 

 

6.2.2 都市公園特定事業 

都市公園特定事業について、取り組む内容と計画期間を示します。 

 

表 6.5 都市公園特定事業計画 

対象施設 計画期間 都市公園特定事業 

児童公園 

児童遊園地 

短期計画 

・除草、清掃、補修等の維持管理の継続体制整備 

・使用不可遊具の修繕もしくは撤去 

・照明灯具の改善 

中長期計画 ・公園施設等のユニバーサルデザイン化整備 
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6.2.3 交通安全特定事業 

交通安全特定事業について、対象道路別に取り組む内容と計画期間を示します。 

なお、事業は交通管理者と道路管理者で協議・調整を行い、詳細を決定します。 
 

表 6.6 交通安全特定事業計画 

対象道路 計画期間 交通安全特定事業 

国道 24 号 

短期計画 － 

中長期計画 － 

県道五條停車場線 

短期計画 ・坂道等の案内看板等の設置 

中長期計画 － 

市道その他 

短期計画 
・坂道等の案内看板等の設置 

・駅前広場内の区画明示、駐停車禁止範囲の明示及び規制 

中長期計画 

・五条駅、避難所、新町地区等の案内看板等の設置 

・五条駅のトイレのユニバーサルデザイン化整備 

・本陣交差点地下道のユニバーサルデザイン化整備 

 

6.2.4 その他の特定事業 

本基本構想ではバリアフリー化事業の 6つの特定事業のうちの 3つの事業について目標等を示

していますが、今後、残りの特定事業についても同様に、順次の目標を設定して取り組んでいき

ます。 

表 6.7 その他の特定事業 

特定事業の種類 今後の取り組み 

公共交通特定事業 

・鉄道事業者と駅南北の連絡通路の整備等について協議を行います。 

・国の基本方針に基づき、鉄道事業者と駅の構造・施設のバリアフリー化に向けて取り

組みます。 

・バス事業者はノンステップ型車両の導入等、バリアフリーの対応を進めています。今

後はバス停留所のバリアフリー化についても協議し、事業化に向けて取り組みます。 

・タクシー事業者はユニバーサルタクシー車両の導入と高齢者・障害者の乗降時におけ

る教育等に取り組んでいます。今後は安全な乗降場の設置・整備等について道路管理

者等を含めて協議し、事業化に向けて取り組みます。 

路外駐車場特定事業 

・公共施設の路外駐車場の現状を整理し、バリアフリー化の対応が必要と考えられる施設

は改善の検討を行い、事業化に向けて取り組みます。 

・多くの人が利用する民間施設の路外駐車場は、施設設置管理者と現状の確認を行い、バ

リアフリー化の対応が必要と考えられる施設について指導・検討を行い、事業化に向け

て取り組みます。 

建築物特定事業 

・公共の建築物の現状を整理し、バリアフリー化の対応が必要と考えられる施設は改善の

検討を行い、事業化に向けて取り組みます。 

・多くの人が利用する民間の建築物は、施設設置管理者と現状の確認を行い、バリアフ

リー化の対応が必要と考えられる施設について指導・検討を行い、事業化に向けて取

り組みます。 
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1 心のバリアフリー 

1.1 共生社会に向けて 

共生社会とは様々な状況や状態の人々がすべて分け隔てなく、障害のある人もない人も、支え

手側と受け手側に分かれることなく共に支え合い、多様な個人の能力が発揮されている活力ある

社会です。障害の有無にかかわらず、女性も男性も、高齢者も若者も、すべての人がお互いの人

権や尊厳を大切にして支え合い、誰もが生き生きとした人生を享受することのできる社会を実現

しなければなりません。 

すべての人が助け合い、共に生きていく社会を実現するということは、人々の生活や心におい

て「障害者」という区切りがなくなることを意味します。そのためにはすべての人々が障害のあ

る人に対する差別（不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供）を行わないように徹底してい

くことが必須です。 

その上で、「障害」は個人の心身機能の障害と社会的障壁の相互作用によって創り出されてい

るものであり、社会的障壁を取り除くのは社会の責務であるという「障害の社会モデル」をすべ

ての人が理解し、それを自らの意識に反映させ、具体的な行動を変えていくことで、社会全体の

人々の心の在り方を変えていく「心のバリアフリー」が重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府資料      

図 1.1 障害の社会モデル 

 

 

  

「障害＝バリア」は、社会（モノ、環境、

人的環境等）と心身機能の障害があいまって

つくりだされているものであることを、『障

害の社会モデル』といいます。 

この「障害」を取り除き、また取り除くた

めの手助けをして、差別を行わず、多様な

人々とのコミュニケーションをする力を磨

き、行動をすることが「心のバリアフリー」

の目指す共生社会に求められています。 
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1.2 心のバリアフリー 

「心のバリアフリー」とは、様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解を

深めようとコミュニケーションをとりながら支え合うことです。そのためには一人一人が具体的

な行動を起こし継続することが必要です。 

「心のバリアフリー」を体現するためのポイントは以下の 3点とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府資料      

図 1.2 「心のバリアフリー」を体現するためのポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：政府広報オンライン      

図 1.3 心のバリアフリーとは 

 

  

バリアフリーとは、多様な⼈が社会に参加する上での障壁（バリア）をなくすことです。 

多様な⼈たちのことが考慮されていない社会は、⼼⾝機能に障害がある⼈などにとって様々な

バリアを⽣み出しています。障害の有無にかかわらず、⾼齢になっても、どんな⽴場でも、安⼼

して⾃由に⽣活をするために、建物や交通機関などのバリアフリーだけでなく、⼀⼈ひとりが多

様な⼈のことを思いやる「⼼のバリアフリー」を広げましょう。 
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1.3 心のバリアフリーへの取り組み 

1.3.1 基本的な考え方 

高齢者、障害者をはじめ、すべての人が安全・安心・快適に移動できる社会を実現するには、

施設の整備（ハード整備）だけではできません。ハード整備を行っても、その施設が使える状態

でなければバリアフリー化がなされているとは言えず、また、ハード整備をどれだけ行っても解

消できないバリアもあります。 

一人ひとりにおいても、「みんながやっているから」、「自分一人くらい大丈夫だろう」といっ

た気持ちを振り返り、自分勝手な行動が及ぼす影響について考え、バリアフリーへの理解、マナ

ーの向上に努めていかなければなりません。 

これらを解消するためには、一人ひとりの「心のバリアフリー」が大切であり、「心のバリア

フリー」を広げていくためには「他人事」ではなく「自分の問題」としてとらえ、考え、行動し

ていく必要があります。 

また、「心のバリアフリー」の施策展開を市民、事業者、行政が互いに協力して進めていくこ

とも重要です。 

 

1.3.2 市民に求められる役割 

バリアフリーのまちづくりの推進にあたっては、事業者・行政だけでなく、市民の参画が欠か

せません。市民がまちづくりの推進にどう関わるのかという視点から見ると、市民に求められる

役割は大きく以下の 3つが考えられます。 

 

表 1.1 市民に求められる役割 

目 的 市民に求められる役割 

○まちのバリアを作らない

よう、市民一人ひとりが

モラルを向上させる 

・高齢者、障害者等の立場になって考え、身勝手な行動

により、まちのバリアを作らない 

○互いに助け合うまちを実

現する 

・市民間で相互に助け合う 

・心のバリアフリーを市民自ら広めていく 

○事業者・行政の事業を協

働で促進する 

・市民としてバリアフリーを理解・協力する 

・高齢者、障害者等の多様なニーズを反映させる 

・関係者として、ともに課題への対策を探る 
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1.4 心のバリアフリーの具体的な進め方 

1.4.1 心のバリアフリーの取り組みでは「気づき」 

心のバリアフリーに取り組んでいくには、社会にある「障害＝バリア」によって生じている困

りごとや痛みに「気づく」ことが大切です。 

心のバリアフリーの取り組みでは以下の３点の「気づき」があります。 

 

表 1.2 心のバリアフリーの取り組みでは３点の「気づき」 

 

 

 

 

1.4.2 「障害」はどこにあるのか 

障害のある人は社会の中でどんなことにバリアを感じているのでしょうか。障害のある人が社

会の中で直面しているバリアには、大きく分けて以下の 4つがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：政府広報オンライン      

図 1.4(1) バリアの種類（その 1）  

(1) 「障害はどこにあるのか？」を理解する 

(2) 社会にある「バリア」によって人々に生じている困りごとや痛みに気づく 

(3) 共生社会をつくるために、具体的な行動を起こす 

（1）物理的なバリア 

・公共交通機関、道路、建物などにおいて、利⽤者に移動⾯で困難をもたらす物理的なバリア 

（2）制度的なバリア 

・社会のルール、制度によって、障害のある⼈が能⼒以前の段階で機会の均等を奪われている

バリア 

（3）⽂化・情報⾯でのバリア 

・情報の伝え⽅が不⼗分であるために、必要な情報が平等に得られないバリア 

（4）意識上のバリア 

・周囲からの⼼ない⾔葉、偏⾒や差別、無関⼼など、障害のある⼈を受け入れないバリア 

エレベータ内の高い位置のボタン 盲導犬に対する不十分な理解 

聴覚に障害がある方に情報が伝わらない 点状ブロックがあることに無関心 
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出典：こころと社会のバリアフリーハンドブック   

 

図 1.4(2) バリアの種類（その 2）  
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1.4.3 社会にある「バリア」によって人々に生じている困りごとや痛み 

社会にある「バリア」を取り除いていくには、心身に機能の障害がある方が、社会的障壁によ

ってどんな困りごとや痛みがあるのかについて考えなければいけません。ただし、心身の機能の

障害は多様であり、それぞれが感じる「バリア」は違います。心身の機能障害の特性に対する理

解を深めるとともに、障害を持つ方とのコミュニケーションを通じて、どんな困りごとがあるの

かに気づくことが重要です。 

 

1）主な心身の機能の障害について理解する 

「障害がある」と一口に言っても、心身機能の障害はその種類や程度によって様々であり、社

会の中で困っていること、不便なことがそれぞれ異なります。また、障害があることが外見から

は分からない人もいます。それぞれの障害の特性や障害のある人のことを理解して、その人の目

線になって周りをみてみると何がバリアになっているのかが分かってきます。 

 

表 1.3 主な心身機能の障害 

障害の種類 内 容 

視覚に障害のある人 全く見えない人（全盲）、見えないけれど光が感じられる人（光覚）、眼
鏡などで矯正しても視力が弱い人（弱視）、見える範囲が狭い人（視野狭さ
く）、色の見え方が異なる人（色覚異常）など様々です。目からの情報収集
に困難があるため、音声情報や触覚情報などで伝える必要があります。ま
た、弱視や色覚異常の人には、文字を大きくしたり、色の対比を明確にし
たりして伝えることが必要です。 

聴覚に障害のある人 全く聞こえない人（ろう者）、聞こえにくい人（難聴者）など、聞こえ方
には個人差があります。 
また、声を出して話すことが難しい人もいます。音による情報収集が難

しいため、筆談や手話、文字情報などで伝える必要があります。 

肢体に障害のある人 まひなどで手や足など身体のどこかが動かない、動かしにくいなど、
様々な状態の人がいます。日常生活を送るために、義肢などの補装具や車
いす、杖などを使うことがあります。 

身体の内部に障害の

ある人 

病気などで、心臓や腎臓、呼吸器、腸やぼうこう、肝臓、免疫機能な
ど、身体の内部に障害がある人がいます。外見からは分かりにくいです
が、疲れやすかったり、長時間立っているのが難しかったり、頻繁にトイ
レに行く必要がある人がいます。 

知的障害のある人 生活や学習面での知的な働きや発達がゆっくりとしていて、読み書きや
計算をしたり、抽象的な概念や複雑なことを理解したり判断したりするの
が苦手ですが、豊かな感性を持っています。軽度の知的障害からダウン症
や自閉症など他の障害も併せ持つ人まで、一人ひとりの障害の状況が大き
く異なります。 

発達障害のある人 自閉症などの広汎性発達障害（PDD）、注意欠如多動性障害（ADHD）、学習
障害（LD）などがあります。感覚が過敏、落ち着きがない、読み書きや計
算が苦手など人によって障害の状況は異なります。人とのコミュニケーシ
ョンが苦手で社会生活や日常生活に支障が生じていることが多くありま
す。 

精神障害のある人 総合失調症やうつ病、てんかんなどの精神疾患のために、社会生活や日
常生活がしづらくなる障害です。精神疾患は、ストレスや生活環境の変化
によって、誰もがかかりうる病気です。適切な治療・服薬と周囲の配慮が
あれば症状をコントロールできるため、大半の方は地域社会の中で生活し
ています。 

出典：政府広報オンライン  
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2）その他の障害について理解する 

社会には障害がある人だけでなく、高齢になると見ることや聞くこと、動くこと、伝えること

が困難になる人もいます。また、妊娠中の女性やベビーカーなどで小さな子どもを連れて外出す

る人などは動くことが困難になります。外国からの旅行者などは日本語の案内板やアナウンスだ

けでは情報が入手できない人もいます。 

このように、社会生活や日常生活を送る上で様々なバリアが社会の中に存在しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：こころと社会のバリアフリーハンドブック   

図 1.5 バリアフリーに関するサイン・シンボルマーク  
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1.4.4 共生社会をつくるための具体的な行動 

バリアに気づくことができれば、それを取り除くための「具体的な行動を起こす」だけです。 

まずは自身の周囲に気を配り、多様な人々の困りごとや痛みを察知できる力を養うことからは

じめましょう。また、障害を持つ方とのコミュニケーションを積極的に行って、何が必要なのか

を理解しましょう。 

とりわけ日本の社会では困っている人やその痛みに気づいても、無関心であったり、無関心を

装ったり、遠慮をしてしまったりなど、心にバリアをつくって具体的な行動が起こせない人が多

いことが実情です。しかし、具体的な行動を起こしていくことで「心のバリアフリー」の目指す

共生社会は実現します。自分は何ができるのかを具体的に考え、そして障害を持つ方とコミュニ

ケーションをとってバリアを解消するための行動を起こしましょう。 

 

表 1.4 心のバリアフリーの具体的な行動例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【積極的な取組み】 

○ 齢者、障害者等の方にとって、バリアとなるものについて理解を深める 

○ 車いすの方が階段や段差を上れずに困っていたら、声をかけ、お手伝いする 

○ 視覚障害者の方が交差点を渡ろうとしていたり、電車に乗ろうとしていたら

声をかけ、お手伝いする 等 

【マナーの向上】 

○ 迷惑自転車駐車をしない 

○ 違法駐車をしない 

○ お店の商品を歩道上に置かない 等 
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■心のバリアフリーの実践 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：政府広報オンライン      

図 1.6 心のバリアフリーの具体的な行動例 

  

意識上のバリアをなくすために⼤切なのが、⼀⼈ひとりの「⼼のバリアフリー」です。 

⼼のバリアフリーとは、バリアを感じている⼈の⾝になって考え、⾏動を起こすことです。 

まず、⾃分の周りには、どのようなバリアを感じている⼈がいるか、どのようなバリアフリー

の⼯夫があるかに⽬を向けてみましょう。様々なバリアフリーの⼯夫に気づいたら、障害のある

⼈などがそれを利⽤しやすいように配慮しましょう。 

お店の前の段差で⾞いすの⼈が

困っていた 

マタニティ―マークの⼈が

⽬の前に立った 

優先席前に杖をもった⾼齢者が

⽴っていた 

エレベーターに並んでいたら後ろに

ベビーカー利⽤者が待っていた 

困っていそうだけれど、何に困っているのかわからない、またどんなことをすべきかわからな

いという場合もあります。 

そのような場合には、「何かお困りでしょうか︖」「私ができることはありますか︖」などと

「聞いて」みましょう。 

⼿伝おうと思っても断られることもあるかもしれませんが、がっかりすることはありません。 

⾃分でやりたい⼈や⾃分でできる⼈もいますので、相⼿の気持ちを尊重しましょう。 

 

⼀⼈ひとりが⼼のバリアフリーを実践することで、バリアのない社会を広げていきましょう。 
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2 ソフト施策 

五條市ではハード整備のみでは早急な解決が困難である場合の、また、ハード整備完了後もよ

り多くの人が安全・安心・快適に移動できるための取組みとして、以下に示すようなソフト施策

も重点的に進めていきます。 

2.1 広報・啓発の推進 

広報・啓発の推進として、以下の取り組みを進めていきます。 

○車道や歩道、身体障害者用の駐車スペース、公園等における迷惑自転車駐車や違法駐車、不

法占用物（看板・商品のはみ出し等）対策として、公安委員会等関係機関・市民と協力しな

がら自粛の呼びかけ、指導、取り締まりを進めます。 

○総合教育や交通安全教育等の中でバリアフリーの啓発（交通用具利用者へのマナーの向上、

子どもの頃からのバリアフリーへの理解の向上等）を行う取り組みを導入します。 

○ＮＰＯ、ボランティア団体、事業者等と連携しながら、バリアフリーの意識啓発、マナー向

上を図るための、広報、イベント等を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 バリアフリーの啓発パンプレットの例 

 

2.2 情報提供 

情報提供として、以下の取り組みを進めていきます。 

○バリアフリーに関する情報ネットワークシステムの構築を検討します。 

○市内のバリアフリー情報を提供します。 

○わかりやすい案内表示の方法について検討します。 

 

表 2.1 案内・情報提供の充実 

 

 

 

 

 

・すべての人にわかりやすいサイン（ひらがな・外国語併記等）の整備の検討 

・点字、音声、文字案内の充実や、移動支援のための環境づくりなど、障害者等に

配慮した案内の検討 

・ホームページ等を利用したバリアフリーに関連した情報提供 

・緊急時、災害時の情報提供方策の検討 



五條市バリアフリー基本構想策定の審議経緯 

 

会議名（開催年月日） 審議事項 

第 1回 庁内検討委員会 

（令和元年 9月 27 日） 

①五條市バリアフリー基本構想（案）策定について 

・基本構想（案）策定のながれ 

・基本構想（案）策定のスケジュール 

②バリアフリー基本構想について 

③五条駅周辺地区の問題点について 

④五条駅周辺地区の整備方針について 

第 1回 策定協議会 

（令和元年 10 月 23 日） 

①五條市バリアフリー基本構想策定協議会要綱について 

②五條市バリアフリー基本構想（案）策定について 

・基本構想（案）策定のながれ 

・基本構想（案）策定のスケジュール 

③バリアフリー基本構想について 

④バリアフリー整備の例について 

⑤五条駅周辺地区の問題点について 

⑥五条駅周辺地区の整備方針について 

第 2回 庁内検討委員会 

（令和元年 12 月 25 日） 

①「五條市バリアフリー基本構想（素案）」について 

・バリアフリー基本構想の位置づけ 

・基本理念と基本方針（案） 

・対象とする地区の概況 

・ワークショップ等の意見 

・問題個所と問題解決のために取り組むべき課題 

・特定事業計画（案） 

・年次計画 

・ソフト事業 

・心のバリアフリー 

第 2回 策定協議会 

（令和 2年 1月 14 日） 

①「五條市バリアフリー基本構想（素案）」について 

※審議事項は第 2回庁内検討委員会と同じ 

第 3回 庁内検討委員会 

（令和 2年 3月 4日） 

※書面会議 

①「五條市バリアフリー基本構想（案）」について 

 

意見募集 

（令和2年3月 5日～19日） 

①「五條市バリアフリー基本構想（案）」について 

第 3回 策定協議会 

（令和 2年 3月 30 日） 

①審議経緯について 

②意見募集の結果について 

③「五條市バリアフリー基本構想（案）」について 

・五條市バリアフリー基本構想（素案）からの変更・修正箇所 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五條市バリアフリー基本構想 

（五条駅周辺地区） 
 

五條市 都市整備部 まちづくり推進課 
 

〒637-8501 奈良県五條市本町１丁目１番１号 

   TEL : 0747-22-4001 

   FAX : 0747-24-4626 

   E-mail : machi@city.gojo.lg.jp 
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